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AEC との関係 

 

公益財団法人  国際通貨研究所  

        理事長  渡辺博史 

 

2015 年の年末に、ASEAN 加盟 10 か国を母体として、域内関税を基本的に撤廃し、投資・

サービスの自由化を図る AEC（ASEAN  Economic Community）という地域経済共同

体が成立された。 

この半年で約半分の加盟国を訪れて得た印象を踏まえて、この共同体あるいはその各

加盟国と日本との関係について、日本は何を為すべきかという観点から触れてみたい。 

先ず、第一は、これまでの関係・経緯を踏まえて、東アジアの成長の主因となったサプ

ライ・チェインの維持・発展に貢献することであろう。従来のように、日本が独占的に、

企画立案、あるいはデザインセンターの機能を保持することは難しくなろうが、北東の

韓国から、南端のインドネシアまでの広域かつ広範囲な 13 か国の分業体制の維持・発展

には、引き続き日本が役割を果たす必要がある。その中で、欧州でも一つの焦点となった

基準認証作成のリーダーシップを取り続けることが望まれる。また、13 億人という人口

を背景に、単一国でサプライ・チェインが構築できるという願望・幻想を抱きつつある

中国を如何に東アジアのシングル・チェインの中に留めるかに配意することが、全体と

しての効率の向上に繋がるとともに、域内各国の「均衡ある」発展に貢献しよう。 

第二は、域内の「連結性(Connectivity)」向上に向けての貢献である。人口一億人超の国

であっても、やはり単独では市場の規模が狭隘である。それを乗り越えるには、域内企業が

全域を対象にして活動ができるように、交流・物流を拡大して、相互の依存性、流動可能性

を高めていく必要がある。そのためには国境を超える道路、鉄道、配電網と言った物理的

なインフラの整備について、建設段階、操業・運営段階の両者において協力するとともに、

その費用負担を、例えば二国間の国境の河をまたぐ橋の負担を 50：50 に限ることなく、受

益に応じた合理的配分にするといったことに関する議論にも目配りができることが必要

となる。さらに、物流円滑化の観点からは国境での通関事務の迅速化のための関係国間

の制度調和や書式（フォーム）の共通化と言ったソフト面の改善への協力も不可欠である。 

第三は、資金的な貢献である。これまでのような ODA 提供も必要ではあるが、域内

の多くの国が「中進国」化していく一方、日本を含めた先進国側が財政の硬直化に見舞

われている状況においては、潤沢に市場に提供されている民間資金の動員・活用が望ま

れる。日本は、今なお、貯蓄過剰気味であり、国外に出しうる資金の源泉は潤沢である。
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また、2020 年に向け、あるいはロンドンというハブ市場の「喪失」という状況を受けて、

東京市場の「活性化」ないし利便性の向上が図られているが、これをより ASEAN 各国

にとって使い勝手の良いものにするという視点が必要となる。また、円を調達した場合

には、その資金が不使用となる期間においても、他の国際通貨との自由交換が可能であ

るという特性を活かした有効運用が可能であるという利点は訴えていくべきであり、ま

たそのための基盤整備に取り組まねばならない。 

第四は、第三に強く関連することであるが、民間資金の活用にあたって、それが、出し手、

取り手双方に意味のある形に持っていく労を、日本は取るべきであろう。PPP といった仕

組みは、すでに喧伝されて久しいが、実態は必ずしも明快ではなく、関係各国が勝手に解釈

して「これが我が国の PPP !!」と主張すると言うか押し付けてくる例が散見される。少

なくとも、AEC 域内での標準形（あるいは Standard と言う語に抵抗がある向きに対し

ては、Best Practice と呼んでも良いが）を、多くの投資家、関係者が理解しうるような形

で提供しうる状態を作る過程に日本は積極的に関与し、貢献をすべきである。 

第五は、少し趣きが異なる話であるが、域内の食糧増産策について、日本が積極的に参画

していくべきであろう。今なお、人口増加の続く国が多い中で、食糧、特に換金作物ではな

い基礎食料（米、麦、豆、トウモロコシ、イモなど）の増産を行い域内自給率を上げていく

ことは、域外との間での国際収支の不均衡の問題を軽減し、また天候不順の中での不作の

結果としての輸出抑制といった、まさに基礎的な部分で起こりかねない不安定性に対す

る抵抗力を強めることになる。そのための、農業技術の移転、構造改善の実施、といった

点での日本の蓄積はまだ利用可能な水準にある。また、食糧生産地の近傍において、フリー

ズ・ドライ、製粉、冷凍・冷蔵、缶詰・瓶詰といった食品加工業を興すことは、特定の（沿

岸部の）工業地帯へ向けての膨大な「国内移民」の発生を抑制することにもつながる。 

そして、最後に、日本の果たすべき役割として重要なのは、「大陸アジア」と「海洋ア

ジア」の協調におけるつなぎ役である。日本自体は、島嶼国として「海洋アジア」に属

するが、これまでのこれらの国々との交易関係から、両者の立場に一定程度精通してお

り、利害が相反する二つのグループの間を取り持つことが可能である。その立場を積極

的に活用していくことが大きな課題となる。 
以上 
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